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１．研究の背景と目的  

地方鉄道では 1 列車あたりの利用者数が少なく，

都市鉄道に比べ経営が悪化している路線が多い．利

用者数が少ない理由として，地方部では自動車利用

の利便性が高いため，鉄道を利用するのは学生や高

齢者などの交通弱者に限られることがある．さらに，

通学用の定期券は割引率が高いため，通学利用に依

存したこれら鉄道では，利用者数に対する収入が少

ない．また，通学時間帯以外の利用者数は限られて

おり，効率的な列車運行を阻む一因となっている． 
本論文では，これら通学利用に依存した地方鉄道

の経営悪化問題に対し，「定期運賃の値上げによる収

入増」と「車両数の削減による支出減」という 2 つ

の経営改善策を提案し，その効果を検討することを

目的とする． 
２．輸送の効率性と収支率の比較 
まず，鉄道会社の輸送量（人キロ）を保有車両数

で除したものを「効率性指標」とし，これをもとに

地方鉄道の効率性を比較した． 
特定地方交通線が転換された第 3 セクター鉄道は

地方民鉄に比べ，効率性指標は同水準だが収支率(=
支出/収入)が悪い（表 1）．横山ら（1997）によると，

転換線の多くで通学定期での利用が多い．そのため，

利用者数に対する収入が少なくなったと考えられる． 
表 1 営業収支率と効率性指標の平均値 

分類 会社数 収支率(%) 効率性指標
大手民鉄 15 82.0 18,447
地方民鉄（路面電車を除く） 49 115.5 3,145
第3セクター（特定地方交通線） 24 150.2 3,316

車両数

輸送人キロ
効率性指標 = （単位は，人･km/両） 

注) 地方鉄道復活のためのシナリオ(2003)に掲載の 2001 年

時点データより作成．第 3 セクターは特急運行路線を除く． 
 本論文では，第 3 セクター（元特定地方交通線で

特急運転のない路線）の中で効率性指標が最も大き

いくま川鉄道（収支率 116％，効率性指標 5686）に

着目する．地方民鉄や第 3 セクターには，くま川鉄

道より効率性指標の値が小さく収支率が良好な会社

が 11 社存在する．したがって，くま川鉄道には経営

改善の余地があると考えられ，以降の分析の対象と

した． 
３．経営改善策の効果試算 
(1) 定期運賃の見直し 
くま川鉄道の平成 15 年度の年間利用者数は

981,675 人である．そのうち，通学定期利用者は

803,344 人（81.3％）を占めている．くま川鉄道の

通学定期券の割引率は高く（表 2），定期運賃の見直

しは経営改善に有効と考えられる．くま川鉄道の営

業収支率は 116％であり，黒字転換を通学定期運賃

の見直しだけで達成するには，通学定期券の価格を

1.25 倍にする必要がある．これは，定期券の割引率

を 60％から 50％に縮小することに相当する． 
表 2 通学定期券の割引率 

会社名 通学１ヶ月の割引率（％） 対象区間
くま川鉄道 60～72 全区間

南阿蘇鉄道 中学60，高校55 全区間

甘木鉄道 57～61 全区間

ＪＲ九州 55～78 地方交通線30kmまで  
(2) 時差通学による車両数削減 
 次に，保有車両を削減し維持費用を減少させるこ

とを考える．通学利用に依存した地方鉄道では，通

学時間帯とそれ以外の時間帯で乗客数に大きな差が

ある．沿線にある学校の始業時刻が重ならないよう

にするなどして通学利用のピークを分散させること

が，車両数の削減に有効だと考えられる． 
ここでは，通学生が最も便利な時間帯の 1 往復を

利用しているとする．時差通学の実施により，高校

最寄り駅利用者の半数が利用列車を変更した場合の，

最混雑1往復を利用する乗客数の変化を図1に示す．  
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図 1 時差通学による区間別利用者数の変化 
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 1 つの高校が時差通学をすると，最混雑区間の利

用者数は 100～200 人減少する．現状の混雑率から

判断すると，最混雑時間帯は 1 両に約 150 人乗車し

ているので，時差通学を実施して車両を 1 両削減し

ても混雑率は悪化しないと考えられる．複数の学校

で時差通学を導入すると，保有車両をさらに減少さ

せることもできる． 
車両数の削減により，購入費用や整備費用が削減

できる．車両購入費の 1 億円を使用期間 20 年で均等

に支払うとすると，1年で約 500万円の支出になる．

くま川鉄道は年間400万円の赤字を計上（2001年度）

しているが，車両を 2 両削減して支出を抑えれば黒

字に転換することが可能となる． 
４．高校生アンケートによる施策の評価 
 本論文で述べてきた「定期運賃見直し」と「時差

通学による車両数の削減」のいずれが好ましいかを

把握するため，くま川鉄道沿線の高校でアンケート

を実施した．アンケートの概要は下記のとおり． 
 調査内容 通学に対する意識を問う質問紙調査 

調査対象 熊本県立多良木高校 1,2 年生各 1 クラス 
実施時期 2005 年 1 月 
回答者数 68 名 

 回答者 68 人の通学手段を表 3 に，通学で問題に感

じている点の回答値を図 2 に示す． 
表 3 回答者 68 人の通学手段 

全利用手段 代表交通手段
鉄道 21 21
バス 1 0
自動車 29 23
自転車 51 21
徒歩のみ 3 3  
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図 2 通学の問題点（複数回答） 

 鉄道利用者のほぼ全員が通学費の高さを問題と感

じていることがわかる．また，授業開始時刻の早さ

を挙げる意見も多い． 
 次に，「定期運賃見直し」と「時差通学導入」とい

う鉄道会社の経営改善策 2 つのうち，いずれが好ま

しいかを選択してもらった．2 施策の内容を以下に

示すが，これらは鉄道会社の収支改善が同程度にな

るようにしている． 
A：定期運賃を年間 1 万円値上げ 

B：時差通学により車両数を 2 両削減 
ただし B 案の場合，始業時刻は 1 時間程度変更される． 

 両案への意向は図 3 のようになった．鉄道利用者

で時差通学への賛同が大きいのは，現行運賃の高さ

から，更なる値上げに抵抗を感じたことが理由とし

て考えられる． 
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図 3 ２つの経営改善策についての意向 
 時差通学が実施されると，授業前後の活動も影響

を受ける．本論文では，始業時刻が１時間変更され

る場合の意向を尋ねた．その結果を図 4 に示す．授

業時間を変更する場合，繰り上げよりも繰り下げの

ほうが都合が良いという回答が多い． 
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図 4 時差通学に対する意向 

５．まとめ 
 通学に依存した地方鉄道について，利用状況を考

慮した分析により，経営改善案 2 通りの有効性を示

した．また，これらの経営改善案に対する利用者の

意向を把握することができた． 
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